











































































































































































　3月に「Japanese Reflexivity and the Jap-
anese market」を中京経営研究 26巻に論文
として刊行した。
　11月には日本社会学会第 90回大会（東京
大学）において「日本の再帰性と日本の社会
や市場」について発表を行った。これに加筆
修正をした「日本の再帰性と日本の市場」を
『政策科学』25.3に 2017年 3月に刊行の予
定である。 （中西眞知子）
経営意思決定研究
　ネット通販が拡大する中で、顧客の購買行
動がどのように変化しているかを明らかにす
るために継続的に実態調査および理論研究を
行ってきた。企業は小売業を中心にオムニ
チャネル戦略を展開し、顧客の購買体験を向
上することで競争優位を確立しようとしてい
る。本プロジェクトでは、自社や商品に関す
る情報を提供すれは消費者の意思決定は改善
される、という受け身的な考え方ではなく、
積極的に顧客の購買体験を支援する方策につ
いて研究してきた。研究成果がまとまり次
第、所報などに掲載したいと考えている。
 （中村　雅章）
活動との関係性について、これまで検討して
きた“忘れられた領域”も視座に加えて再考
していきたい。
　「社会起業家活動と社会的問題の連関につ
いて―福祉史から見た“忘れられた領域”の
諸相―」は、中京企業研究 39号に掲載予定
している。 （中條　秀治・速水　智子）
「地域経済と中小企業―地域資源とまちおこ
し―」
　今年度の調査においては、過疎―人口減
少、とりわけ、若年層の人口流出が顕著―地
域を取り上げ、地域経済の現状、それまでの
主要産業―いわゆる地場産業や企業城下町型
産業では下請中小企業など―の現状などを踏
まえて、「まちおこし（地域経済再活性化））
に関わる地域の政策課題を明らかにした。地
域によっては製造業や同関連産業の衰退にと
もなって、そのような地域では地元の地域資
源であるさまざまな文化資本に着目して、観
光業の振興を強く意識した「まちおこし」な
どが地方自治体の政策として実践されてきて
いる。その際には、美術館、博物館や記念館
などの連携も提案されているが、現実にはさ
まざまな問題と課題があり、大きな困難もあ
る。そのような現状の下、地域の大学、特に
国公立（行政法人）大学との地域経済活性化
やあるいは再活性化の連携プログラムも重視
されている。今回は、東北地域（岩手県、秋
田県、福島県、鳥取県など）の地域の行政機
関（県庁や市役所の関係部署など）、経済団
体（商工会議所、商工会、中小企業関連団
体）、大学などを中心に実態調査（インタ
ビュー調査）を広範に実施した。調査結果の
一部については、経営学部研究双書に掲載す
るほか、企業研究所『企業研究』に寄稿して
いる。 （寺岡　寛）
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知識共有と動機
　本プロジェクトは、企業における知識共有
の規定要因の 1つである従業員の動機に焦点
を当て、企業における知識共有と従業員の知
識共有動機との因果関係を明らかにすること
を目的とする。今年度は、文献研究ととも
に、前年度得られたアンケートデータなどに
基づき分析を進め、知識共有動機の規定要因
と考えられる、職場における自尊源や自己価
値の随伴性に関する研究を行ない、学会等で
発表した。さらに、これらの分析の枠組みに
従い、企業従業員に対して再度のアンケート
を実施した。 （向日　恒喜）
